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「三田学会雑誌」93巻 3 号 （2000年10月）

米国賃貸住宅市場モデルの再検討： 

計量経済学の観点から*

隅 田 和 人

1 はじめに

米国における税制改革 (1981年 Economic 

Recovery T ax  Act, 1986年 T ax  Reform Act) 

は，賃貸住宅市場に対して，どのような影響 

を及ぼしたのか。このことを明らかにするた 

めに D iP asquale and  W heaton  (1992) は物 

価上昇，利子率，租税改革の影響を需要と供 

給に取り込んだ賃貸住宅市場の計量モデルを 

定式化し推定している。その結果，過去30年 

間の家賃の変化と賃貸住宅の建設は，持家と 

賃貸住宅の資本コストの動きに依存すること 

が分かり税制改革により1990年から1999年に 

実質家賃は8 % 上昇するとの予測がなされて 

いる。

この研究は，家賃，建設費用，空家率など 

の時系列デ一タの拡充に伴い，90年代に入り

ようやく試みられるようになった画期的な実 

証研究であり，税制改革の賃貸住宅市場への 

影響を実証的に調べた政策的にも意義深いも 

のである。日本経済においても，90年代にお 

ける景気対策としてなされた住宅閨連税制の 

変更による住宅市場への影響を調べるために 

も，この研究は重要な意義をもっている。

しかし，この研究にはモデル構築の上で， 

以下で指摘するようないくつかの問題点が存 

在すると考える。本稿では，これらの問題に 

ついて計量経済学の観点より検討を加えてい 

る。類似のモデルを応用した研究は他にも存 

在するので，本稿の指摘は彼らの論文だけに 

とどまるものではない。

このモデルで重要となる関数として，家賃 

の変化率を説明する家賃調整関数と新規住宅 

着工建設数を説明する建設方程式がある。こ 

れらの関数を推定• 検定する上で，我々の考

* 本稿作成に際し，瀬古美喜教授，蓑谷千凰彦教授，そして本誌匿名のレフヱリ一の方からも貴重な 

コメントを頂いた。ここに記して感謝したい。

( 1 ) 日本の住宅税制については瀬古（1998)，p p .4 0 -4 8 .大田（1 9 99)参照。
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える問題点は以下の3 点である。

1 . 家賃調整問数の標準誤差の推定法

2 . 自己相関への対処法

3 . モデル選択の方法

この3 点について，以下のような計量経済 

学の方法を用いて再検討を行なっている。ま 

ず 1 について，家賃調整関数の目的のパラメ 

一夕は，推定されたパラメータの問数として 

表されるのであるから，それらの関数の標準 

誤差を求める方法を適用するか，非線形推定 

を行なうべきである。次に 2 について，計量 

モデルに存在する1 階の正の自己相関は，重 

要な説明変数の欠落，関数型の特定化の誤り 

等の定式化の誤りを原因とする擬似自己相関 

であることがある。このことに注意せずに 

A R (1 )を仮定した推定法を用いることは， 

定式化の誤りを覆い隠すことになり得る。こ 

のような定式化の誤りを検討する方法として 

R am sey (1 9 6 9 )の R E S E T がある。この検 

定を行ない定式化の誤りがないことを確かめ 

た上で，自己相閨を考慮した推定法に向かう 

べきである。

最後に3 について，非入れ子型モデルの検 

定法の適用を提案する。 D iP asquale e t al. 

(1 9 9 2 )は家賃変化率を，自然空家率と実際 

の空家率の乖離によリ説明する伝統的な家賃 

調整関数よりも，彼らの提示するモデルの方 

が決定係数から見て説明力が高いと述べてい 

る。しかし決定係数による比較は， 2 つの非

入れ子型モデル間の比較法として不十分であ 

り，非入れ子型モデルの検定の適用が望まし 

い。また， D iP asquale e t al. (1992) の建設 

方程式の関数型について線形モデルか，対数 

線形モデルが望ましいか讓論の余地があると 

述べているが，この場合にも非入れ子型検定 

を用いることができる。

以上の3 点の検討を通じ，家賃調整関数に 

ついては，彼らの提唱するモデルと伝統的モ 

デルとが共に適切ではなく，そして建設方程 

式については，線形モデルよりも対数線形モ 

デルの方がよりデ一夕と整合的であることが 

示されている。

本稿の構成は次のようになっている。 2 節 

でモデルの概要をまとめ， 3 節でモデル推定 

上の問題点を明らかにしている。 4 節におい 

て適応すべきである推定•検定法について述 

ベ， 5 節ではデータを用いてこれらの方法を 

実際に適応している。 6 節は全体のまとめを 

打なっいる。

2 モデルの概要

D iP asquale e t al. (1 9 9 2 )のモデルは，住

宅ストック需要関数，住宅建設関数，住宅ス

トックの定義式という3 式からなる連立方程 
一  ( 2 )

式体系のモデルである。 このモデルを用いた

住宅市場の研究として D iP asquale e t al.

(1994)， Peng and W heaton  (1994)，上野

(1996)，日本住宅総合センター（1997) があ

る0

( 2 ) このモデルの解説はDiPasquale et al. (1996), C h a p te r1 0 にある。
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このモデルでは賃貸住宅市場を，日常的に 家計の中で借家に住もうとする家計の比率は

使用される空間として住宅サービスというフ 

ロ — が取引される住宅市場（property m ar­

ket) と，住宅ストックに対する投資を目的 

として取引が行われる住宅資産市場（asset 

m a r k e t )の 2 つの市場に分けて考える。こ 

のような住宅市場の持つフローとストックの 

2 つの側面を定式化しているために，ストッ 

ク . フロー . モデルとよばれる。 このモデル 

では住宅市場における需給関係から家賃が決 

定され，その家賃に基づき住宅資産市場にお 

いて資産価格が決まる。そして，この資産価 

格に基づき，賃貸住宅の建設数が決定され， 

最終的に賃貸住宅のストックが決定されるこ 

とになる。

住宅サービスが取弓丨される市場の需給関係 

を定式化したのが，家賃調整関数である。こ 

の関数は住宅市場における賃貸住宅サービス 

需要と賃貸住宅ストックにより決定される家 

賃を説明する関数である。まず賃貸住宅への 

需要を決定する需要関数は以下のように定式 

化されている。

Dt=-Ht(ob+ai K  +  <%7?ト1十c；i(9Cf) +  eh ⑴

ここで各ノ、。ラメータを正としてその符号が符 

号条件を表している。変数について，A は 

いわば賃貸住宅需要計画を示す住宅需要量で 

ある。H t は t 期の家計数であり，これらの

( • ) 内の式により決定される。借家を需要す 

る家計数の比率を決定する変数について， 

K は家計所得であり， 期前の 

家賃， は持家の資本コストである。人 

ロ学的変数として雇用者数が加えられて
( 4 )

いる。

このようにして決定される需要量が，既存 

のストックと常に等しくなるように家賃が決 

定される。しかし，ここでは賃貸住宅市場で 

の探索コストを考慮して，家賃が瞬時に調整 

される均衡状態を仮定するのではなく，借家 

需要と既存ストックの乖離として表される， 

超過需要量に依存して変化すると仮定する。

^ ^ 1 = て(D t — S t) (2)

ここで r は調整係数を表し，0 < z •く⑴の値 

をとる。調整が遅いほど0 に近く，速いほど 

大きな値をとる。こ の （2 ) 式の右辺に（1)

を代入することにより次式を得る。

—^ ^ - =  r[H t{aQ + ai Y t + a2E t — a3R t-i

+  (ZiOCV) — 5 乃 +  eu (3)

彼らはこの式をワルラス的家賃調整関数とよ 

び，この式が推定に用いられている。

次に，この式により決定される今期の家賃 

に応じて，資産市場 （asset m a r k e t )におい 

て，賃貸住宅の資産価格が決定され，その資

( 3 ) 理論モデルでは家賃は/期の家賃が使われているが[p.340， ( 2 .5 )式],実証分析で用いられて 

いる変数は/ —1期の家賃である[p.349, ( 4 .3 )式]。後述のように，このモデルを逐次モデルとし 

て考えると，ここでは/ —I 期の家賃を説明変数として用いる方が望ましいと考えられる。

( 4 ) 理論モデルでは家計の構成人員を示すPOPt が加えられているが，推定結果では有意ではなかっ 

たので，除かれている。
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産価格に基づき賃貸住宅の建設数が決定され この3 式からなるモデルは連立方程式体系

る。したがって，建設方程式には賃貸住宅の 

資産価格が含まれなければならないが，資産 

価格のデ一タが得られないために，資産価格 

決定の要因となる家賃と賃貸住宅の資本コス 

トが変数として含まれている。建築方程式は 

以下のようになる。

=  /?。十/ C<—1 +  ^ R t  — 0sVt — j3iRCt

~  +  (i%HUDt +  €2t (4)

ここでC t は新規賃貸住宅着工件数である。 

^ は空家率であり，B tは賃貸住宅の建設コ 

ストである。資産価格の代理変数として，家 

賃 R t と賃貸住宅の資本コスト况G が含ま

れている。 には税率，減価償却の方法
( 6 )

など米国租税法の規定が考慮されている。 

H U Dtは連邦政府の補助により建設された 

借家数である。新しい供給が市場の状態に速 

やかに反応しない可能性を許すために部分調 

整を仮定して， 1 期前の住宅着工件数を含め 

ている。

最後に，次の定義式に基^1''き今期のストッ 

クが決定される。

⑸

m は借家の取壊率であり， は 1 期前の 

建築着工件数を示し，賃貸住宅の建築には1 

期 間 （ここでは1 年）かかると仮定されてい 

るo

であるが，逐次モデル（recursive model) と
( 7 )

よばれるモデルである。まず兄 が決定され， 

次に建築数C tが決まり，最後にストックで 

あるふが決定されるモデルとなっている。

3 モデル構築上の問題点

この節では以上で述べてきたモデルを構築 

する上での問題点をまとめる。

3 . 1 家賃調整閨数の標準誤差の計算 

D iP asquale e t al. (1 9 9 2 )は (3) を線形化 

することにより推定を行なっている。

Rt — Rt-i
Rt~\ : za0Ht 十 mi YtH t 十 m 2E tH t

—razRtHt + raiOCtHt 一  てS t

= /3iHt + y?2 YtHt 十(3sEtH t 

+ t R t H t  +  ^ O C tH t + ̂ S t

(6)

これより，元のハ。ラメータa '  =  (Qb，<2i, (22,（23,

山，r ) は推定されるパラメータダ= (か，戍， 

/?3，戍，戍，成）の関数として，以下のようにし 

て求められる。

„  _  / ? 1 " 一 /̂ 2  _  P 3

ao~ W  a i- w  a2~ w

/? 4  /? 5  n

a3=W  r=/?6

の標準誤差を求めるのに， D iP asquale et

( 5 ) ただし分譲用マンションと賃貸住宅の区別はない。建設時にこれらの区別ははっきリしないため

である。

( 6 ) DiPasquale et al. (1992)，pp.345-347.
(7 ) Greene (1997)，p.736-737.
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al. (1 9 9 2 )は / ? の標準誤差を用いている。し 

かし， の標準誤差はひの標準誤差ではな 

いので，検定に誤りがもたらされる可能性が 

あるo 同様なことがD iP asquale e t al. (1996, 

p .2 6 0 )でもなされている。

ここでのa のようなパラメータ推定値の 

関数の標準誤差を求める方法として， 2 つの 

方法がある。一つがデル夕法と呼ばれる方法 

である。パラメータの閨数を線形化すること 

により標準誤差を求める方法である。もう一 

つの方法は線形化により推定されたパラメ一 

タを初期値として，非線形推定を行なう方法 

である。この》の検定を行なうためには， 

これらのいずれかの方法により標準誤差を計 

算することが望ましいと考える。

3 . 2 自己相関の対処法 

家賃調整関数の推定にはA R (1 )を仮定し 

た推定法が用いられているが，この関数に生 

じている自己相関の原因としては，定式化の 

誤りが原因となる擬似自己相関の可能性が高 

い。ここでいう定式化の誤りとは，モデルに

とり重要な説明変数の欠落，関数型の誤りの
( 8 )

ことである。特に，除外された説明変数が 

A R ⑴仮定に従う場合には，残差にA R(1) 

が存在することになる。

自己相関の発生原因がこれらの定式化の誤 

りにあるにも関わらす，モデル自体の検討を 

せずに，_ 己相関を仮定した推定を行なうこ 

とは，モデルに存在する問題点を覆い隠す結

( 8 ) M addala (1992)，p.253.
( 9 ) このモデルについては駒井（1 9 9 9 )を参照。

果になりかねないので，望ましくない。また， 

モデル改善のための機会を失うことにもなる。

3 . 3 モデル選択の方法

賃貸住宅の家賃変化を説明するために伝統 

的に用いられてきたモデルとして，均衡時の 

空家率（自然空家率） K* と一期前の実際の 

空 家 率 と の 乖 離 に よ り ，今期の家賃変
( 9 )

化が決定されるとするモデルがある。

，，マ兄- 1= r (  (7)

さらに物価上昇率を考慮したモデル

—1= 7 ( い — 17卜1) +  8IN F  ⑶

も存在し，これらの2 つのモデルも彼らは推 

定している。

これらの2 つのモデルの推定結果は（3) 

式の決定係数と比べて，あてはまりが悪いと 

述べている（p .3 5 0 )が， (3) 式とこれらのモ 

デルは非入れ子型の関係にあるのでこの場合 

には非入れ子型モデルの検定法を使うべきで 

ある。

また，D iP asquale e t al. (1992, p.341, n.2) 

は，建設方程式についてはその関数形の特定 

化について，理論的な根拠はないと述べてい 

る。対数線形モデルを用いることも考慮に入 

れられているが，線形モデルか対数線形モデ 

ルを用いるかについても非入れ子型モデルの 

検定方法を用いることができる。
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推定された6 でおきかえ，次式により計算

4 検定方法

ここでは前節で述べた問題点を解消，ある 

いは検討するための方法について述べる。

4 . 1 パラメータに関して非線形な関数の標 

準誤差の計算法 

先に指摘した家賃調整関数のパラメーター 

ひの2 つの標準誤差の求め方の中で，デルタ 

法につ い て 述べる。

デルタ法（delta method) は推定量の関数
(10)

の分散を知りたい時に使われる方法である。 

まず最小自乗推定量b の関数をf ( b ) とする。 

この関数の分散を求めることを考える。この 

関数を真のパ ラ メ ー タ " でテ ー ラ ー 展開し 

1 次の項までにより，線形近似する。

d mf⑷ = f ⑷+丨 的

この関数の期待値と分散は以下のようになる,

E [ i ( b ) ] = m

V ar[f(6 )] =  | Q 1

ここで説明変数について lim „—

= Q が満たされ，最小自乗推定量6 が，平 

均 /9 と分散 ( f ln Q -1の正規分布にしたがう 

ならば， f⑷は以下のような正規分布に漸 

近的に従う。

f⑷，( f :

Est. Asy.

(6) のように線形化を行なって家賃調整関 

数を推定する場合には，目的のパラメータa  

は推定されるパラメータ沒の関数a = f ( /? )  

となっており，

a , = yao, ai, a2, a3, cu, r)

と書けるので，この a を， =  (/?!，成，成，パ4, 

成，A ) で微分することにより次式が得られるc

df(b) da

dj3r

dr

A

A

0 /?6

0 0 0 0 

1 0 

0

0  i  0

0 ° 女 
0 0 0

K
I

- 4

■ t

成

A
成 

l 』

f ( 6 ) ^ N

この結果にもとづき，f(めの分散はがを

( 1 0 ) 以下の記述はGreene (1997)，p.278-279に基づく

これよりa の漸近的共分散行列を求め，こ 

の行列の対角要素によりa の標準誤差を計 

算し正規分布に基づき検定を行なうのが，望 

ましい検定法である。
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4 . 2 定式化の検定法一 - R E S E T  

R am sey (1 9 6 9 )は線形モデルy  =  X 这+  u 

に対する定式化の誤りの検定方法を提案した。 

定式化の誤りが存在しない場合には，誤差項 

u は正規分布に従うiV (o ,び2/ ) と仮定する。 

しかし，除外変数，関数形の誤り，同時方程 

式バイアスが存在する時には，誤差項は期待 

値を，分散 r 2/ の 7V(#，r 2ハに従い，期待値 

ミはある変数，この検定では従属変数の予測 

値 の p 乗 の 変 数 y {p) =  {y{, y L …，i/ n ) ,  P=  

之…/ 3 の線形関数，で表されることを示’ンた。

R a m s e y は 実 際 の 検 定 で は T h e i lの 

B L U S残差没をデに回帰し，これらの係 

数が全て0 の仮定，つまり「定式化の誤りが 

ない」という帰無仮説の検定をF 検定によ 

り行なうことを提案した。 R am sey and 

G ilvert (1972) のモンテ.カルロ実験によれ

ば，y 、2、とy m の 2 つの変数に丨面帰すること
(1 1 :

で十分であると述べられている。

R am sey and S chm idt (1 9 7 6 )は，先に述 

ベた検定法は

y = X ^ - \ - a ,iy (p)+ v

を推定した時に，a ; .= 0 を検定することに等 

しいことを示した。この検定で得られるF  

統計量をy (2)を用いた時の検定にはRESET2, 

y (2)と [/⑶ を含めた時にはR E S E T 3と記述 

することにする。

4 . 3 非入れ子型モデルの検定法 

D iP a s q u a leらの提唱する新しい家賃調整

関 数 （3 ) と伝統的家賃調整関数（7 )， (8) 

のように，非入れ子の関係にあるモデルの比 

較では，この節で述べる検定法を用いるのが 

望ましい。仏を説明するのに2 つのモデル 

f i とg iがある場合に，どちらのモデルが望 

ましいかという問題を考える。まず，非線形 

関数をも含む一般的な単一方程式を

H o : y i= fi{ x i ,  0 )  + eoi

とする。ここでル は l x 々の説明変数べク 

トル，沒は k 個の要素を持つパラメータ•ベ 

クトルである。か.〜NID(0, W )とする。

そして，代替モデルとして次のモデルが存 

在する。

H i : yi =  g i{zu ア) 十か

ここでZ iは 1 X / の べ クトルであり，7 は / 

個の要素を持つパラメータ. べクトルである。 

誤差項についても同様に〜〜N ID (0 ,び?）と

する。

4 . 3 . 1 合成モデル compound model

検定のために，これらの2 つのモデルを含 

む以下のようにして人工的につくられる合成 

モデル （compound model) を定式化するこ 

とになる。

Vi =  {l — ao)fi{xi, 0 ) 十 a0gi(zi, r )  +  (9)

H oモデルが正しい時には细= 0 となり，逆 

に H iモデルが正しい時にはQb =  l となる。 

しかし，このモデルを推定しても伽は識別 

できない。そこでいくつかの工夫を凝らすこ

( 1 1 ) ただし実験回数は1000回，説明変数は非確率変数の場合と限られた実験である。
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とが必要になり，それに関して3 つの検定方 

法が存在する。

4.3.2 J テス卜

合成モデルのa0 を識別可能にするために， 

J テストでは沿U .，7 ) をH iの最尤推定量テ 

でおきかえた名 .= め.(る.，/ ) を用いて，合成 

モデルを書き直す。

仏= (1 —a0)fi{Xi, 0 )  +  a0g i 十 Ei

J テストでは，このモデルを推定して/ / 。：®) 

= 0 ;  ( //。モデルが正しい）を検定する。検定 

には漸近的 t 検定を用いる。この検定はOb 

と沒を同時に（jo in t ly )推定するのでJ テス 

トと(I乎は''れる:

4.3.3 C テスト

C テストではgtだけではなく f i  {こついて 

も推定量J M 'X i，/5)で置き換えた合成モデ 

ルを用いる。

扒= (1 —a0) /  i十 a0g i十 Ei

ここでも/ / 0 :ひ。= 0 を検定する。この検定は 

$ の条件の下で®)の推定を行なっているの

で (••• estimating ao conditional on yS), C テ
113)

ストと名つ、、けられている。

4.3.4 P テス卜

P テストでは合成モデル（9 ) を，次のよ

うに書き直す。

(12) Davidson and MacKinnon (1981)，p.783.
( 1 3 ) 前掲論文，p.783.
(14) Davidson and MacKinnon(1993), pp.19-24.
(15) Davidson and MacKinnon(1981), p.787.

W =  ( l - a0) M x i ,日')+  a0gi(zi, y )  +  ei

y5) +  ao[gi(zi, r ) ~ f i { x i ,が) ]十ら(10)

ここで推定の簡単化のために7 をその推定 

量 7 で置き換える。そして，非線形関数 

f k x u タ）を及でテーラー展開することによ 

り線形化する。

fi{xi,  ^ ) —fi{Xi,  - (沒一夕）

=  h  + F 人0  —台) (11)

( 1 0 ) について，如 ，0 )  \こ (11) を代入し 

て書き直す。

yi =  ?  i + F i 、3  - 豆、

+  a0[gi(xi, f ) ~ f i - F i { $  —夕) ] +  ei 

V i -  f i  = F ib  + a o (g i-  / z) +  €i

ここで 6 = ( 1 —びo)(yS —夕)，g i^ g i{ x i ,  f ) と 

おいている。ベクトルとオ亍列を用いてこれを 

以下のように書き直すことができる。

y — f  = F b Jt  a0( g — f )十 e

またこの式の両辺に
(14)

を乗じ，F risch -W augh-L ovellの定理によ

り以下のように書くこともできる。ここで左

辺についてはM ( y — f 、=  y — f となること
(15)

に注意する。

y — f  = a o M { g — f )  + e 

このようにP テストの合成関数はpreposi-
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tiona l m a tr ix  M が明示的に表れるように書

き換えることができるので，この行列にちな
( 16 )

んで P テストと名づけられている。あは 

H o : «o =  0 が真の時に漸近的に正規分布する 

ので，このことから漸近的t 検定を行なうこ 

とができる。

4 . 3 . 5 モデル//i の検定

以上の3 つの検定法を用いることにより，

モデル / / i を帰無仮説として検定を行なぅ場 

合には，f i { x i ,め と g i(zi, y )を人れ換えた 

以下のような合成モデルを作り，

yi = { l - a i ) g i ( z i ,ア）十奶（ゐ，/3) + €i

同様にして推定式を導き検定を行なう。

4.3.6 4 つの検定結果の組合わせ

2 つの合成モデルを用いて検定を行なうと， 

これらの2 つの検定の結果として4 つの組み 

合わせができる。

帰 無 仮 説 ： 帰 無 仮 説 ：モデル/ / i

モデルHo ai = 0 び1 ^ 0

I . モデル/^採択 I I .モデル//。採択
do一 U

モデル/^採択 モデル方 ！棄却

«0辛0
I I I .モデル/ ん棄却 I V .モデル//。棄却

モデル/ / l採択 モデル历 棄却

領域 I では，y i を説明するのに / / 0 と私  

のどちらのモデルを採用しても良く，逆に領 

域 I V では，どちらのモデルも適切ではない 

と判断される。領域 I I では，モデルが）を採 

用し，モデル历を棄却することになる。領 

域 I I I では，モデルH : を採択し.，モデルH 0 

を棄却することになる。

( 1 6 ) 前掲論文，p.783.
( 1 7 ) 蓑谷 (1996), pp.366-369.

4 . 4 線形モデルと対数線形モデル間の検定 

法

先に述べた非入れ子型モデルの検定方法は， 

線形モデルと対数線形モデルとの比較の問題 

にも拡張されている。建設方程式の場合のよ 

うに，関数形に線形モデルを用いるか対数線 

形モデルを用いるかを，特定化できない場合 

には，ここで述べる検定方法を適用すること 

が考えられる。

ここではモデルH 0 とモデル故 を以下の 

ように定式化する。

Ho ： y  = X  日十 e0

Hi : ln i/ =  ln (X )7 +  fi

ここで l n ( X )は X に含まれる，定数項を除 

く全ての変数を対数変換することを示してい 

る。この場合の検定も合成モデルをもとに導 

出されるモデルを推定して，それぞれのモデ 

ルを対立仮説においた場合の2 つの検定を行 

ない， 4 つの組み合わせが得られる。

4 . 4 . 1 J A テス卜 

JA  テス卜は F isher and M cA leer (1981)

の中で提唱されている。もともとJ テストを 

小標本でも適用できるように変形した検定で

あるが，線形モデルに対する対数線形モデル
(17)

の検定にも使用できる。線形モデル//。を検 

定するときの合成モデルは以下のようになる。

t /= = ( l - ao)X 0  十 a0Pi\Vi(Poy) +  e

びo =  0 を通常のt 検定により検定する。ここ
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で

P o = x ( x ,x y ix ,

Pi =  ln (X )( ln (X ) /ln (X )) -1ln (X )/

である。

対数線形モデルH !の検定に用いるモデル 

は以下のようになる。

lni/ =  ( l - f fi) ln (X )r  +  aiP 0ex i)(P i\n y) + e

m =  0 を通常のt 検定により検定する。

4.4.2 P E テスト

Davidson, W hite, and M acK innon (1983) 

で提唱されたこの検定法は，P テストを被説 

明変数が元の被説明変数の単調変換，例えば 

log仏，ex p (仏)，y 1/2の場合にも実行できる 

ように拡張した検定方法である。ただし，こ 

の検定はP テストと異なり， 2 つのモデル 

が共にパ ラ メ ー タ に関して線形のモデルなの 

でテーラー展開を行う必要はない。

線形モデル//0 を検定するときの合成モデ 

ルは以下のようになる。

y = X ^ + ffo[lnt/—ln ^ ]  + e  (12)

こ の （1 2 ) の®)について正規分布により検 

定し，ぴ。か有意ならばH oを棄却する。

一方，対数線形モデル风が正しいとする 

仮説を検定する時の合成モデルは次式である。

ln i/= ln (X )r+ (2 ,iL ^ '-e x p (ln i/)]  +e (13)

こ の （1 3 ) の必= 0 について検定し，$ が 

有意ならば汉を棄却する。

(18) McAleer (1994)，p.358.

4.4.3 B M テスト

B era and M cA leer (1 9 8 9 )の BM テス卜 

は，線形モデルと対数線形モデルの検定に焦 

点を絞った検定法である。

まず線形モデルH0 を帰無仮説として次の 

合成モデルを推定しゐ= 0 を検定する。

y  =  +  S0M i\n(P 0y ) + e (14)

こ こ で —乃である。幼はタの関数な 

の で （1 4 ) の O L S残差とは独立になリ， t 

分布に従う。

次に対数線形モデル/ / i を帰無仮説とした 

場合の合成モデルはM 0= I  — P0 を用いて以 

下のようになる。

In 1/ = ln (X ) /  +  ^iM0e x p ( />iln i/) +  e (15)

を推定しふニ^)を t 分布により検定する。 

従属変数の1 期前の変数が説明変数に含ま

れる場合には，それぞれの検定の帰無仮説の
( 18 )

下 で 腺 1 )に従う。

5 家賃調整関数と建設方程式の再推定

ここでは， D iP asquale e t al. (1992, pp.356 

- 3 5 7 )のデータを用いて，前節で述べた方法 

により家賃調整関数と建設方程式を推定し検 

討を行なっている。

5 . 1 家賃調整関数の推定と検定 

5 . 1 . 1 伝統的家賃調整関数の推定結果

まず，伝統的家賃調整問数（8) の推定結
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果についてである。

物価上昇率を加えた伝統的家t t 調整関数は
(19)

以下のようになる。（7) の推定結果は非常に 

説明力が低かったので，その推定結果を報告 

していない。この閨数を推定するのに必要な 

消費者物価指数はD iP asquale e t a l.のデ一 

タ付録にないのでE conom ic R eport of 

P residen t, 1998, p.349 の consum er price 

in d e xの All i t e m sを用いている。

R t R R t ~x =0-089548-0.009280 Vt-i

-0 .0 0 5 0 8 1 /A ^  (16)

推定法：O L S ,計測期間：1964-1989年， 

n = 26, 5 =  0.011364, 7^=0.564232 

自己相問：D W  =  0A7854：2,

不均一分散：/_J^ =  3.27601|:.070],

正規性：/B  =  0.941657[.(i24]

正規性：G=0.79003(G；, =  (0.72939, 0.86637)

定式化：兄E S £ T 2  =  1.40460[.249]，

五 S£:r3 =  0_879726[.430]

自己相関については，D W 比の値より 1 

階の自己相閨が生じている。不均一分散の 

L M 統計量は5 %水準で有意でないことから， 

分散が不均一であるとの証拠は得られない。 

正規性についてはJ B 統計量は有意でなく，

G 統計量についても上限と下限の間に落ちる 

ので，正規分布に従うという帰無仮説を棄却 

しない。正規性の仮定が満たされているので， 

R E S E T が適用可能であり，R E S E T 2と2 の

結果からは定式化の誤りがあるとは判断され 

ない。

5 . 1 . 2 ワルラス的家賃調整関数の推定結果

ここでは線形化させたモ デ ル （6 ) 式を推 

定し，得られたパラメータ推定值を初期値と 

して非線形推定法により（1) 式を推定し標 

準誤差を求めた。ただし，推定に際しては 

D iP asquale e t al. (1992, p .3 4 9 )の （4 .3 ) に 

基づき，R とO C については1 期前の値を用 

いている。

1 . ( 6 ) 式の推定結果

~ ^ ~ / 1 ^ 1- = 0 . 9 3 0 4 0 9  x  10^5HtI \t — \ (3.59007)氺氺

+  0.469336X10- 3H t • Y t

一 0 .379564x10—5H t • E t

-  0.106967 X 10 - 6H t • R t- i

+  0.673909X10- 7H t . OCt-

—0.189616 X 10-4&  (17)

推定法：O L S ,計測期間：1964-1989年， 

n = 26, s =  0.009772，茫 =0.677808，

自己相閨：服 =  1.01175,

不均一分散：L M  =  0.831596[.362]，

正規性：/B  =  1.38964 [0.499]

正規性：G = 0 .8 5 7 1 6 (G ,G )= (0.72939,0.86637) 

定式化：况五5五ア2 =1.15949[.295]， 

i?JE 5£T 3=4.06446[.035]

D W 比より 1 階の自己相関が生じている 

ことがわかる。L M 統計量から不均一分散は

( 1 9 ) 以下の回帰式の推定結果について，（ ）の数値はt 値である。 ** : 1 % 水準， *: 5 % 水準で有 

意であることを示す。[ ] 内の数値はP 値である。

( 2 0 ) 正規性検定については簑谷. (2000), pp.33-44参照。
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存在しない。正規性については， J B は有意 

でなく，G 統計最もヒ限と下限の間に落ちる 

ので，正規性の仮定は満たされていると考え 

られる。しかし，R E S E T ( 3 )より 5 % 水準 

で定式化の誤リなしの仮定は棄却され，この 

モデルには定式化の誤りが存在することが示 

唆される。

これらの推定値から求まるa の推定値は 

以下のようになる。最初の（ ）内の数値は 

デルタ法によリ求めた漸近的標準誤差であり， 

次 の （ ）内の数値は漸近的t 値を示してい

る。

«o =  0.49068(0.10319)(4.75526)

«i =  24.75187(3.43162)(7.21288) 

«2= -0 .20017(0.10327)(-1 .93828) 

a.尸 —0.0056412(0.0022634)( — 2.49233)

«4 =  0.0035541(0.0015941)(2.22950) 

r  =  0.000018962(6.625 X 10—6)(2.86201)

2 . 非線形最小内乗法による推定結果（括弧 

内は漸近的t 値）

ト
+  24.7519 Y t — 0 .2 0 0 1 7 5 ^ -0 .005641 i? ,-i 

+  0.003554 O G - i ) - 5 , (18)

推定法：非線形最小自乗法 

(ガウス法，収束间数：1 回），

計測期間：1964-1989年， w =  26，

6-=  0.009772，尺2 =  0.742247，

内己相関：冊 T =  1.01175,

不均一分散：i：M  =  0.831606[.362]

線形化によって得られた推定値を初期値と

して推定を行なっている。収束回数は1 _ で 

済んでいる。これは初期値の設定が適切であ 

るためと思われる。デルタ法によって求めら 

れた t 値とほとんど同じ値が得られた。また， 

右 辺 （ ）内で決定される賃貸住宅を選択す 

る家計の割合は平均約31% であることが不さ 

れた。

5 . 1 . 3 標準誤差の計算に関する実験

D iP asquale e t al. (1 9 9 2 )らのように，オ 

リジナルのパラメータの検定を線形化によリ 

得られたパラメータ推定値の標準誤差を用い 

て行なう方法と，デルタ法，非線形最小n 乗 

法により得られた標準誤差を用いる方法では， 

検定結果にどのような違レ、が見られるだろう 

か。このことを調べるために以下のような実 

験を試みた。

( 1 8 )で推定されたパラメータと，誤差項 

に平均0 ，標準偏差を1 段階目の推定結果か 

ら得られたs =  0 .009772として発生させたih: 

規乱数を用いて，従 属 変 数 で あ る （见 

—R t- i ) lR t—i を1,000回生成した。得られた 

デ一夕に対して線形化させたモデルを推定し， 

デルタ法によリ共分散行列を計算し， 1 段階 

での推定結果を初期値として非線形推定を行 

なった。

この手順により得られる3 つの t 値，つま 

り （1 ) 1 段階で得られた t 値，（2,)デルタ 

法により求められた漸近的t 値， (3) 非線形 

最小自乗法により求められた漸近的t 値を計 

算し，それぞれの両側検定で5 % 水準の臨界 

点 (/o.o25(20) =  2.086, ^.025 =  1.96) をこえる統 

計量の頻度の全体に占める割合を計算した。 

れる漸近的t 値は全く同じ値になり，統計最
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表 1 標準誤差の計算に関する実験

方法 ao ai a2 a4 て

(1)線形 0.92300 0.94000 0.39700 0.96900 0.99500 0.77600
⑵デルタ 0.94000 0.96000 0.45600 0.72400 0.64200 0.51900
(3)非線形 0.94000 0.96000 0.45600 0.72400 0.64200 0.51900

この結果をまとめたのが表1 である。

デルタ法と非線形最小自乗法により求めら 

が臨界点を越える頻度も同じとなっている。 

( 1 ) の線形モデルの t 値に基づく検定では 

ぬ，ff4，r について（2 ) のデルタ法と（3) の 

非線形最小g 乗法に基づく検定よりも多く帰 

無仮説を棄却することが分かる。

この実験から線形化させたモデルから得ら 

れる標準誤差を用いると誤った結論を導きか 

ねないことが示される。

5.1.4 J ，C，P テストの検定結果

2 種類の推定された家賃調整関数に対して， 

J, C, P テストを適用した結果が表2 であ 

る。全ての検定結果から， 2 つのモデルが棄 

却されるとの結果が得られた。これらの2 つ 

のモデルが共にデ一夕にあてはまらないこと 

をボ:している。

表 2 J ，C，P テス卜の漸進的t 値

テスト to t\
J 4.85393[0.000] 2.87474[0.004]
C 2.71719[0.007] 4.98126[0.000]
P 4.85393[0.000] 2.87474[0.004]

注）[ ] 内の数値はP 値

しかしR E S E T の結果と併せてみると， 

伝統的調整関数は「定式化の誤りが存在しな 

い」という帰無仮説を棄却しなかったのに対 

して，ワルラス的調整関数はR E S E T 3によ 

り， 5 %水準で帰無仮説が棄却されている。 

よって，J, C, P テストからは両方のモデ

ルが共に家賃変化率を説明するモデルとして 

適切ではないと結論づけられるが， R E SE T  

から見ると伝統的調整関数の方がすぐれてい

る。

5 . 2 建設方程式の推定と検定

ここでは建設方程式を線形モデルと対数線 

形モデルの2 つのモデルで推定し，線形モデ 

ルと対数線形モデルに対する非入れ子型検定 

を行なっている。

5 . 2 . 1 推定結果

はじめに線形モデルの建設方程式の推定結 

果は以下のようになる。

+  0.971663//ひ/ ^  一 71.8604 R C t 

—63.3312 K  —14.3451汉 (19)

推定法：O L S ,計測期間：1963-1989年， 

n =  27, s -84 .6164, ^ = 0 .7 7 9 4 3 3 ,

自己相関：み=2.27140[_023]，

不均一分散：Z J^  =  3.59674[.058]，

正規性：/B  =  0.434561[_805]

正規性：G=0.79669(G, G ,) = (0.73068,0.86509) 

定式化： 五S五：T2 =  2.79278[_lll], 

i?JE 5JET3=4.07106[.035]

符号条件は全て満たされている。自己相関
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については従属変数の1 期前の変数が説明変 

数として含まれているのでD W 比よりもh 

統計M で判断する。この結果より5 % 水準で 

自己相関が存在することが分かる。不均一分 

散についてはP 値が低いが， 5 % 水準では 

有意とはならない。正規性についても問題は 

なさそうである。定式化については，R E ­

S E T ；] よ り5 % 水準で定式化の誤りが示唆さ 

れる。このことより，定式化の誤りが原因と 

なって内己相関が生じている可能性がある。

この線形モデルに対して，対数線形モデル 

の推定結果は以下のようになる。

ln C ,= -11.4401 +  0.3153281nC\-i 

十 6.55070 In/?,+0.1131501n//L/D f 

—0.748851 \nR C t — 0.8558561n F,

-1.49383111^ (20)

推定法：O L S ,計測期間：1963-1989年， 

n = 27, s =  0.144448, 7?2 =  0,782657,

0  己相関：/，=1.89374[_058],

不均一分散： =  0.415575[.519]，

正規性：7B =  0.040238[.980]

正規性：G=0.78723(G;, G,) =  (0.73068,0.86509) 

定式化： 五ア2 =  0.032586[.859], 

i ? ^ 5 ^ r 3  =  0.726082[.497]

この推定結果についても符号条件は全て満 

たされている。h 統計量からP 値は小さいが， 

有意水準5 % で内己相関なしの仮説は棄却さ 

れない。L M 統計量から，不均一分散につい 

ても問題はない。正規性については，J B 統 

計量，G 統計®からともに正規性の仮説が棄

却されない。そして，R E S E T 2とR ESET3 

の結果は有意でないので，定式化についても 

問題はない。

5.2.2 JA ,  PE ,  B M テス卜の検定結果

JA , PE, B M テストの結果が表3 にある。 

線形モデル，対数線形モデルの両方とも棄却 

されないとの結果が 1辱られた。これより線形 

モデル，対数線形モデルのどちらで定式化し 

ても問題ないことが分かる。しかし自己相関 

の有無，R E S E T の結果から見て， 2 つのモ 

デルを比べると対数線形モデルの方がよりデ 

一夕に合っている。

表 3 JA , PE, B M テストのt 値

テスト to tl
JA 一 0.64375[0.520] 0.80840[0.419]
PE 0.85377[0.393] 1.04126[0.298]
BM -0.64881[0.524] 一 0_82907[0.417]

注）[ ] 内の数値はP 値

6 おわりに

本稿では ， D iP asquale and W h ea to n

(1 9 9 2 )の賃貸住宅市場モデルについて，そ 

の計量モデルの問題点を指摘し，これらの問 

題点を検討する方法として標準誤差の計算法， 

定式化の検定，非入れ子型モデルの検定方法 

について述べ，これらの方法を適応して実際 

にモデルを再推定した。

その結果， D iP asquale et a l. の家賃調祭 

関数には定式化の誤りから，擬似肖己相関が 

発生している可能性がある。また，空家率で 

家賃の調整を説明する伝統的モデルに対して， 

D iP asquale e t a l . の家賃調整関数を，非入 

れ子型検定により検討した結果，どちらのモ
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デルも適切ではないとの結論が得られた。は 

っきりした結論ではないが，D iP asquale et 

al. (1992) は決定係数より判断して彼らの調 

整関数の方が優れていると述べているが，最 

終的な結論は単純ではないことが分かる。

建設方程式については，線形モデルによる 

定式化ではh 統計量とR E S E T の結果より 

判断すると擬似自己相関が存在すると考えら 

れる。それに対して対数線形モデルでは，自 

己相関はなく，R E S E T の結果でも定式化の 

誤りは存在しない。これらのモデルについて 

も，どちらのモデルが優れているかを非入れ 

子型モデルの検定法を適用して検討したここ 

ろ，どちらのモデルでも良いとの結論が得ら 

れた。この結果と定式化の検定結果とを併せ 

てみると，対数線形モデルの方がデ一タには 

合っていると考えられる。

以上，賃貸住宅市場モデルを構成する2 つ 

の重要な関数の検討により，推定の方法に閨 

する問題点だけではなく，関数の定式化の問 

題も存在することが明らかになった。特に家 

賃調整関数については定式化に問題があり， 

米国の賃貸住宅市場モデルには，改善の余地 

が残されていることが分かる。今後，この種 

のモデルに基づく実証分析を行つ上でも，本 

稿での指摘を生かした分析を進めることが重 

要である。

(経済学研究科博士課程）
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